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第１節
世界の中での
我が国の首都圏の地位の低下

第１章 首都圏の持続可能性が直面する危機
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首都圏 222,129,275
百万円
40%

首都圏以外
336,649,051

百万円
60%

域内総生産
首都圏
222兆円

人口と経済

• 首都圏人口は、約4,440万人となっており、全国の約36％を占める人たちが暮らす。
• 首都圏の域内総生産は約222兆円であり、全国の約４割を占める。
• 企業の本所（本社・本店）は、全国の約３分の１が首都圏、うち約９割が東京圏に存在している。

出典：内閣府「県⺠経済計算（令和2年度）（平成27年基準計数）」、「総務省「人口推計（令和2年）」を基に関東地方整備局作成

〇人口のシェア 〇域内総生産のシェア

出典：総務省「人口推計」（令和6年10月1日現
在）を基に関東地方整備局作成
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【学生数】左軸 【全国に占める割合】右軸

（万人)

大学等の集積

• 大学などの学生数は、首都圏が全国の約４割、東京都は全国の４分の１を占めている。

〇学生数の推移

出典：文部科学省「令和６年度学校基本統計」（都道府県別学校数及び生徒数）を基に関東地方整備局作成
注 ：学校は、国立、公立、私立の大学・大学院、短期大学、高等専門学校
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順位 国・地域 2022年 順位 国・地域 2023年 順位 国・地域 2024年

1 ルクセンブルク 125,296 1 ルクセンブルク 132,564 1 ルクセンブルク 138,634

2 ノルウェー 108,908 2 アイルランド 103,457 2 アイルランド 106,456

3 アイルランド 104,718 3 スイス 101,516 3 スイス 104,523

・・・ ・・・ ・・・

6 アメリカ 77,801 6 アメリカ 82,254 6 アメリカ 85,812

・・・ ・・・ ・・・

10 カナダ 56,358 13 カナダ 54,376 13 ドイツ 54,990

・・・ 14 ドイツ 53,565 14 カナダ 54,473

16 ドイツ 49,725 ・・・ ・・・

・・・ 17 イギリス 49,213 17 イギリス 52,648

18 イギリス 46,234 ・・・ ・・・

19 フランス 41,097 19 フランス 44,792 19 フランス 46,204

20 イタリア 35,672 20 イタリア 39,074 20 イタリア 40,224

21 韓国 34,822 21 韓国 35,563 21 韓国 36,129

22 日本 34,080 22 日本 33,845 ・・・

24 日本 32,498

〇名目ＧＤＰ（現在のドル換算）の推移と予測

首都圏の経済的実力（国際的ポジション）

• 我が国は、戦後の高度経済成⻑期などを経て、かつては「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と⾔われ、世
界でも屈指の競争力を有していたが、バブル崩壊後のいわゆる「失われた30年」に、GDPは世界経済全体
では５倍伸びた一方、日本は約1.4倍（1989年に対する2022年）の伸びにとどまり、2010年に中国に、
2023年にはドイツに抜かれて第４位となった。さらに、IMFによると、2025年にはインドに抜かれると予
測されている。

• 国⺠一人当たりGDPについては、2022年には韓国に抜かれるなど、世界各国による競争が激化する中で厳
しい状況に置かれている。

出典：国際通貨基金「GDP current prices」(2024年時点)を基に関東地方整備局作成

〇各国・地域の一人当たり名目ＧＤＰ（現在のドル換算）の順位

出典：国際通貨基金「GDP per capita, current prices」(2024年時点)を基に関東地方整備局作成
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ビジネスやイノベーション創出の弱さ

• 企業が競争力を発揮できる環境のランキングでは、かつて我が国は世界１位であったが、2024年時点では
世界67か国中38位と過去最低になっている。

• 世界における企業の時価総額ランキング上位の顔ぶれも、多くを占めていた我が国の金融系企業が姿を消
し、米国のIT・通信系企業が大半を占めるようになっている。

• 世界デジタル競争力ランキング においても、1位にシンガポール、６位に韓国、７位に香港、９位に台湾
とアジアの国・地域も上位を占めている。一方、我が国の順位は67か国・地域のうち31位となっており、
他の先進国と比較して我が国のデジタル化の遅れが明らかになっている。

〇世界における企業の時価総額ランキング

出典：スイスの国際経営開発研究所 (IMD) 「世界競争力ランキング」各年版を基に関東地方整備局作成

2024年1989年
時価総額
(億ドル)企業名順位時価総額

(億ドル)企業名

3兆6,520ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ
(米国)11,638NTT

(日本)

3兆4,385アップル
(米国)2715日本興業銀行

(日本)

3兆1.630ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ
(米国)3695住友銀行

(日本)

2兆2,087ｱﾏｿﾞﾝﾄﾞｯﾄｺﾑ(米
国)4670富士銀行

(日本)

1兆2,899
ﾒﾀ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ
A
(米国)

5660
第一勧業銀行
(日本)

1兆0,561ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄA
(米国)6646IBM

(米国)

1兆0,087ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄC
(米国)7592三菱銀行

(日本)

9,531テスラ
(米国)8549エクソン

(米国)

8,585ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ
(米国)9544東京電力

(日本)

7,570ｲﾗｲﾘﾘｰ
(米国)10543ﾛｲﾔﾙﾀﾞｯﾁ･ｼｪﾙ

(英国)

出典：みずほ証券作成資料、日本経済新聞HPを基に関東地方整備
局作成

注： 1989年は12月31日、2024年は11月10日時点。

〇我が国の「世界競争力ランキング」の推移

出典：IMD（国際経営開発研究所） 「世界デジタル競争力ランキング」2024年版を基に関東地方整備局作成

〇「世界デジタル競争力ランキング」※着色セルはアジアの国・地域
スコア国・地域名順位

100.00シンガポール1
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88.62韓国6

88.11香港7

87.03オランダ8

スコア国・地域名順位

86.33台湾9

84.58ノルウェー10

…

68.10日本31
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出典：東洋経済新報社「外資系企業総覧（外資系企業の本社所在地分布、各年）」を基に関東地方整備局作成

外資系企業数

• 首都圏の外資系企業数は全国の約９割を占めている。

〇外資系企業数の推移
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ジェンダー・ギャップ指数

• ジェンダー・ギャップ指数について、2025年では148か国中118位でG7において最下位である。

〇ジェンダー・ギャップ指数（2025）
上位国及び主な国の順位

〇G７各国のジェンダー・ギャップ指数の比較

出典：内閣府男女共同参画局「共同参画2021年5月号」
世界経済フォーラム 「The Global Gender Gap Report 2025」 を基に関東地方整備局作成

22 23 24 25

0.820
0.840

出典：内閣府男女共同参画局「男女共同参画に関する国際的な指数」
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都県別の産業構成

• 首都圏においては、東京都は第３次産業構成比が88.6%と高く、埼玉県、神奈川県、千葉県は第２次産業
が20%後半、第３次産業が70%台と全国平均並みの状況である。

• 茨城県、栃木県、群馬県、山梨県では、第２次産業構成比が40％台と全国平均の27.2%より大幅に高く、
第３次産業は50％後半と全国平均を下回る状況である。

出典：内閣府「県⺠経済計算（平成23年度 - 令和３年度）（2008SNA、平成27年基準計数）」の2021(令和3)年度を基に関東地方整備局作成
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国内需要の変化

• 1989年と比較した2023年の国内需要も名目GDPと同様に約1.4倍の伸びにとどまっている。
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出典：内閣府「国⺠経済計算（GDP統計）実額-実質年度」（1989-1993は93SNA、1994-2023は2008SNA基準）を基に関東地方整備局作成
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外国人入国者数

• 羽田・成田両空港や、横浜港等の港湾が、ゲートウェイとして国内外の人流の要となっており、我が国全
体の外国人入国者数 をみると、羽田・成田両空港からの入国は、コロナ禍直前の2019年で43%、入国者数
自体はまだコロナ禍以降の回復途上である2022年では61%を占めている。

出典：出入国在留管理庁「出入国管理統計」（各年）を基に関東地方整備局作成

〇入国外国人数の推移
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（年）

延べ宿泊者数

• 首都圏における延べ宿泊者数は全国の約３割を占めている。特に外国人延べ宿泊者数において、2023年は
東京都が全国の約37%を占めて日本一であり、首都圏全体をみても全国の約45%を占めている。

〇延べ宿泊者数の推移

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」（各年）を基に関東地方整備局作成
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訪日外国人旅行者の訪問先

• 首都圏における訪日外国人旅行者の目的地は、東京都、千葉県に偏っており、2023 年4-12月期の観光・
レジャー目的の訪日外国人訪問者数で見ると、日光のある栃木県で東京都の 2.7％、箱根のある神奈川県
は 17.0％にとどまっており、需要に大きな地域的偏りがある。

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査（2023年）」を基に関東地方整備局作成
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国際会議の国別開催件数

• 国・地域別で見ると、１位のアメリカをはじめ、欧米が上位を占めている。欧米以外では日本が唯一７位
に入っている。ハイブリッド開催会議の割合を見ると、上位国のうち欧米諸国では概ね３〜５%であるが、
日本では約２割を占めている。

出典：JNTO（日本政府観光局）「2023年国際会議統計」を基に関東地方整備局作成
注： ICCA（国際会議協会）は International Congress and Convention Associationの略称

ICCA基準による国際会議の国別開催件数ランキング(2023年)

うち、ハイブリッド開催件数
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訪日外国人旅行者が次回したいこと

• 日本滞在中に満足したアクティビティは「日本食を食べること」をはじめ、日本ならではの文化やカル
チャーを体験するものが多い。また、日本滞在中に「今回したこと」は「日本食を食べること」と
「ショッピング」「繁華街の街歩き」「自然・景勝地観光」の順で選択率が高いが、次回日本を訪れた時
にしたいことでは、「日本食を食べること」「温泉入浴」「自然･景勝地観光」「ショッピング」の順で
選択率が高くなっていることがうかがえる 。

出典：観光庁「訪日外国人の消費動向 訪日外国人消費動向調査結果及び分析 2023年 年次報告書」を基に関東地方整備局作成
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登録又は
指定主体

設置要件登録要件
（設置主体）

種別

都道府県教育
委員会、
指定都市教育
委員会

・館⻑、学芸員
必置

・年間150日以上
開館 など

地方公共団体、
一般社団法人、
宗教法人
など

登録博物館

都道府県教育
委員会、
指定都市教育
委員会

・学芸員に相当
する職員必置

・年間100日以上
開館 など

制限無し博物館
相当施設

なし制限無し制限無し博物館
類似施設

〇博物館種類別施設数と首都圏が占める割合

出典：文部科学省「令和6年度社会教育調査」を基に関東地方整備局作成
注 ：登録博物館、博物館相当施設、博物館類似施設の合計 出典：文化庁HPを基に関東地方整備局作成

〇登録博物館、博物館相当施設、博物館類似施設の定義

文化施設

• 博物館のうち、野外博物館、動物園、植物園、動植物園の施設数は、首都圏が全国の約３割を占めており、
それ以外の種類の博物館は約２割を占めている。

21%, 104施設

23%, 102施設

18%, 591施設

25%, 264施設

26%, 31施設

31%, 29施設

36%, 37施設

29%, 7施設

19%, 16施設

79%, 392施設

77%, 351施設

82%, 2738施設

75%, 798施設

74%, 89施設

69%, 64施設

64%, 67施設

71%, 17施設

81%, 69施設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合博物館

科学博物館

歴史博物館

美術博物館

野外博物館

動物園

植物園

動植物園

水族館

首都圏 首都圏以外

登録博物館

博物館
相当施設
博物館

類似施設

博物館法の定義で
定めた事業を行う

目的の機関
博物館の事業に

類する事業を行う
目的の施設

博物館と同種の
事業を行う施設

統計上
把握していない施設

博物館法は、博物館を目的、設置主体、登録の有無の３点で位置付ける。
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演劇・プロスポーツ等の公演・興行

• 首都圏では、海外歌劇団等のオペラは全国の約７割、歌舞伎は約８割、大相撲は約６割、プロ野球は約４
割が行われている。

出典：
①音楽之友社HP（2022年時点の音楽の友WEBコ

ンサートガイド）、各会場HPを基に関東地方整
備局作成

② 2022年時点の劇団四季HP、各会場HP、「全
国イベント会場情報」、「チケフェス」、ヨコ
ハマ経済新聞、朝日新聞、MANTAN WEB、十
勝毎日新聞を基に関東地方整備局作成

③ 2023年時点の「歌舞伎 on the web事務局」、
各会場HP、「全国イベント会場情報」、「チケ
フェス」「チケジャム」を基に関東地方整備局
作成

④ 2023年時点の各会場HPを基に関東地方整備局
作成

⑤ 2023年時点の各球場または球団HP（楽天のみ
「全国イベント会場情報」）を基に関東地方整
備局作成

注：
① 2019年の来日公演で算出し、来日公演は音楽

の友WEBコンサートガイドの「オペラ」のうち、
劇団名に海外の国名、都市名で入っているもの
で判断（プラハ国立歌劇場、ボローニャ歌劇場、
スロヴァキア国立オペラ、英国ロイヤル・オペ
ラ、トリエステ・ヴェルディ歌劇場、ポーラン
ド国立ワルシャワ室内歌劇場）

② 劇団四季HPで公表されている2012年公演一覧
より算出。ただし、一部会場の作品においては
2012年公演以外の回数も計上されており、2012
年公演とそれ以外を分けることができないため、
厳密な値ではない。
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第２節
都市への集中と集積に伴う
巨大災害のリスク

第１章 首都圏の持続可能性が直面する危機
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• 首都圏のうち茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、東京都及び山梨県では、約3,840万人が災害リスクエリ
ア内に暮らしている。これは全国の約45%、首都圏総人口の約88%を占めており、洪水浸水想定区域の人口
をみると、首都圏のうち４都県で1995年と比較して2015年の人口が増加している。

災害リスクエリア内人口

〇災害リスクエリアの重ね合わせ図 〇災害リスクエリア内人口(2015年)

出典：国土交通省国土政策局「都道府県別の災害リスクエリアに居住する人口について」
（2020年12月）を基に関東地方整備局作成

注１：一部地域は津波浸水想定のデータがないこと等から、その地域は含まれていない。
注２：四捨五入の関係で，対総人口比は誤差を含む。
注３：洪 水：「浸水想定区域」の範囲（浸水深が0 より大となるエリア）（平成24年度)，

平成23 年度時点で洪水予報河川及び水位周知河 川に指定されていた河川を対象
土砂災害：「土砂災害警戒区域」の範囲（令和元年8月1日時点）
地 震：地震調査研究推進本部が公表している「確率論的地震動予測地図」における、
30 年間で震度6弱以上となる確率が26%以上となるエリア。(令和元年）
津 波：「津波浸水想定」の範囲。平成28年10月31日時点、 平成29年11月30日時点
及び 平成30年12月1日時点（都道府県によって基準年月日が異なる。）

（ ）は各都県の総人口に対する割合

(対総人
口比)

災害
リスク
エリア
内人口

(対総
人口
比)

津波(対総人
口比)

地震
(震度災害)

(対総人
口比)土砂災害(対総人

口比)洪水総人口推計
2015年都県

(93%)272 万人(1%)4 万人(92%)270 万人(1%)3 万人(18%)52 万人292 万人茨城県

(27%)54 万人−(13%)26 万人(2%)4 万人(16%)31 万人197 万人栃木県

(25%)50 万人−(9%)17 万人(3%)6 万人(21%)41 万人197 万人群馬県

(92%)667 万人−(89%)644 万人(1%)4 万人(47%)339 万人727 万人埼玉県

(98%)612 万人(9%)54 万人(98%)610 万人(1%)4 万人(16%)100 万人622 万人千葉県

(94%)1,268 万人−(93%)1,261 万人(1%)11 万人(29%)398 万人1,352 万人東京都

(92%)839 万人(9%)79 万人(91%)827 万人(7%)61 万人(19%)174 万人913 万人神奈川県

(96%)80 万人−(94%)78 万人(8%)7 万人(31%)26 万人83 万人山梨県

(88%)3,842 万人(3%)137 万人(85%)3,733 万人(2%)100 万人(26%)1,161 万人4,383 万人首都圏計

(68%)8,603 万人(6%)754 万人(55%)7,018 万人(5%)595 万人(29%)3,703 万人12,709 万人全国

−44.7%−18.2%−53.2%−16.8%−31.4%34.5%首都圏の
全国ｼｪｱ

出典：国土交通省国土数値情報を基に関東地方整備局作成
注 ：洪水、土砂災害、地震（震度災害）、津波のいずれかの災害リスク

エリアに含まれる地域を「災害リスクエリア」として集計している。
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東京都

890千世帯

12%

近隣３県

1208千世帯

16%

周辺４県

384千世帯

5%

首都圏

2481千世帯

34%

その他の地域

4897千世帯

66%

高齢者単独世帯数（東京都）

• 東京都では、世帯主が65歳以上の単独世帯は2020年に約89万世帯となっており、今後、一般世帯に占める
高齢者単独世帯の割合が大幅に増えると予測されている。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府
県別推計）（令和６（2024）年推計）」を基に関東地方整備局作成
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東京都

(千世帯)

推計値 出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道
府県別推計）（令和６（2024）年推計）」を基に関東地方整備局作成

高齢者単独世帯数の地域別のシェア（2020年）
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首都直下地震の被害想定

• 首都直下地震発災時の被害は、次のように想定されている。
 木造住宅密集地域をはじめ最大約61万棟が倒壊・焼失
 住宅ライフラインは最大で、上水道約1,440万人（全体の約３割）、電力約1,220万軒（全体の約５

割）、ガス（都市ガス）約159万⼾が供給停⽌

〇震度分布（都心南部直下地震） 〇250ｍメッシュ別の全壊・焼失棟数
（都心南部直下地震、冬夕、風速8m/s）

出典：内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について
（最終報告）（平成25年12月）」

出典：内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）
（平成25年12月）」を基に関東地方整備局作成
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 帰宅困難者数は１都４県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県南部）で約695万人、そのう
ち東京都で約415万人

 被災者数から必要となる緊急物資は、食料が東京圏の被災４日目から４日間計で約5,300万食

帰宅困難者数・緊急輸送ルート

〇１都４県での帰宅困難者数の推計 〇緊急輸送ルート、各種防災拠点一覧図（関東南部）

出典：内閣府「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（令和4年6月）」

出典：内閣府「首都直下地震帰宅困難者等対策検討委員会
（第１回）資料（令和3年11月）」
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富士山の噴火による影響

○富士山の噴火による影響の想定

• 山梨、静岡両県にまたがる富士山は、大規模な噴火が発生した場合、溶岩流や融雪型火山泥流等による被
害が両県の複数市町村に及ぶ可能性がある。加えて、降灰による影響は神奈川県や東京都にまで広範囲に
拡散する可能性も想定されている。

出典：内閣府「大規模噴火時の広域降灰対策について―首都圏における降灰の影響と対策―〜富士山噴火をモデルケースに〜（報告）（令和２年４月７日公表） 」
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浅間山の噴火

○浅間山の噴火警戒レベルと規制範囲 ○浅間山における災害発生時の影響範囲

出典：関東地方整備局資料出典：気象庁「噴火警報、噴火警戒レベルのリーフレット（浅間山版）
（令和３年12月発行）」
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第３節
エネルギー・食料確保の
リスクと生態系への影響

第１章 首都圏の持続可能性が直面する危機
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一次エネルギー自給率の国際比較

• 我が国のエネルギー自給率は2022年度に12.6％で、他のOECD諸国と比べても低い水準となっている。

〇主要国の一次エネルギー自給率比較（2022年）

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
（
％
）

出典 ：資源エネルギー庁「日本のエネルギー 2024年度版『エネルギーの今を知る10の質問』」を基に関東地方整備局作成

我が国のエネルギー自給率
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出典：資源エネルギー庁「電力調査統計表（2023）」を基に関東地方整備局作成
注 ：「都道府県別電力需要実績」及び「都道府県別発電実績」の「合計」を集計

〇電力需要量と発電量（2023年度）

電力需要量と発電量

• 首都圏の発電量は214.8TWhと、電力需要量250.5TWhを下回っている。

都県名 電力需要量
（億kWh）

発電量
(億kWh)

うち、新エネルギー等発電
所 計 (億kWh)

新エネルギー等発電所が発
電量全体に占める割合

茨城県 229.6 368.4 16.9 4.6%
栃木県 153.5 106.7 13.5 12.7%
群馬県 138.0 44.3 6.7 15.1%
埼玉県 364.9 5.4 1.2 22.7%
千葉県 345.3 806.4 11.6 1.4%
東京都 755.2 57.3 0.1 0.1%
神奈川県 461.7 733.4 0.7 0.1%
山梨県 57.3 26.4 1.1 4.2%
首都圏 計 2,505.5 2,148.2 51.9 2.4%
福島県 146.3 538.9 27.3 5.1%
新潟県 156.4 368.0 2.8 0.7%
⻑野県 144.7 71.1 3.3 4.7%
静岡県 274.1 75.2 8.2 10.9%
広域首都圏 計 3,226.9 3,201.3 93.5 2.9%
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我が国のエネルギー消費

• 2022年度の我が国全体のエネルギー消費は、企業・事業所他部門で全体の61.3%、家庭部門が15.0%、運
輸部門が23.6％を占める。企業・事業所他部門の内訳は製造業が42.3％、農林水産鉱建設業が2.9％、業務
他（第３次産業）が16.2％を占めている。製造業・事業所他部門は製造業の生産活動縮小や暖冬の影響な
どにより前年比6.1%減(うち製造業は同6.3%減)、家庭部門も暖冬の影響などで前年比2.3％減少、運輸部
門は旅客輸送の回復により前年比4.0%と２年連続で増加となった。

○部門別最終
エネルギー消費

出典：資源エネルギー庁「令和4年度(2022年度)エネルギー需給実績を取りまとめました(確報) 2024年4月12日記者発表」
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最終エネルギー消費（電力）

• 首都圏の最終エネルギー消費（電力）は258.5TWhで、東京圏の充実した鉄道ネットワークの効果もあっ
て、一人当たりエネルギー消費量は全国と比べて小さいものの、全国の約３割を占める。我が国のGDPの
２割以上を占めるものづくり産業（製造業）は、全体の31.7%の電力を消費する産業であり、その電力消
費のうち約26％は首都圏で消費されている。

農林水産鉱建設業

10.2

1.3%

業務他 (第三次産業)

306.4

37.9%

家庭

236 

29.2%

企業･事業所他

572 

70.8%

最終エネルギー消費（2021年：電力） 単位：ＴＷｈ

家庭 農林水産鉱建設業 製造業 業務他 (第三次産業)

最終エネルギー
消費

808TWh

その他圏域

165.5

64.7%

（製造業内訳）

首都圏 広域首都圏 その他圏域

製造業における
消費

255.8TWh

その他圏域

484.3

59.9%

（圏域別内訳）

首都圏 広域首都圏 その他圏域

最終エネルギー

消費
808TWh

出典：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計（2021年度）」を基に関東地方整備局作成
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食料自給率

• 首都圏の食料自給率は、生産額ベースで29%と近畿圏に次いで低くなっている。

〇食料自給率（生産額ベース；令和３年度確定値）
47都道府県

順位
食料自給率[%]
（生産額ベース）都道府県

16位113%茨城県
20位99%栃木県
23位88%群馬県
44位15%埼玉県
33位45%千葉県
47位2%東京都
45位11%神奈川県
20位99%山梨県

―29％首都圏
※太字下線は全国平均(63%)超の都県

〇圏域別食料自給率（生産額ベース；令和３年度確定値）

出典：農林水産省「令和4年度食料自給率・食料自給力指標について」「令和
４年度（概算値）、令和３年度（確定値）都道府県別食料自給率等につ
いて」を基に関東地方整備局作成

注 ：圏域別食料自給率は、人口推計（2021年（令和3年）10月1日現在）の
按分より各都道府県の食料生産額および食料消費仕向額を算出し、圏域
別に集計

222%

131%

29%
48% 49%

22%

57%

115%
125%

52%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

北海道東北圏首都圏北陸圏中部圏近畿圏中国圏四国圏九州圏 沖縄

食料自給率（生産額）[％] 全国平均

出典：農林水産省「令和４年度（概算値）、令和３年度（確定値）都道
府県別食料自給率等について」を基に関東地方整備局作成
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耕地面積・耕地利用率

• 首都圏では、離農や耕作放棄の増加、宅地や工場用地への転換により経営耕地面積が減少し、1997年の
70.1万haから2023年には58.4万ha にまで減少している。

• また、耕地利用率については2009年頃までは、水稲の作付け減や水田裏作である⻨類の減少、調整水田等
の不作付け農地の増加などにより大きく低下しているが、2013年以降は、水田における作物作付けの推進
等により横ばい傾向ないし微増傾向にある。

出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年）を基に関東地方整備局作成

39.8 38.5 37.1 36.1 35.4 34.8 34.0 33.7 33.5
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耕地面積・耕地利用率の推移

田 畑 耕地利用率

（万ha） （％）

70.1 67.6
65.9 64.3 62.9 61.2 59.4 58.9 58.4
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都道府県別農業産出額

農業産出額

出典：農林水産省「令和5年農業産出額及び生産農業所得（都道府県別）」を基に関東地方整備局作成

9位

1位

2位3位
4位

5位 6位7位 8位10位

• 農業産出額（2023年）は17,913億円で全国の19%を占め、茨城県が4,536億円（全国３位）、千葉県が
4,029億円（同４位）となっている。

（億円）

東京圏

6,571

7%
東京圏以外の

首都圏

11,342

12%

首都圏

17,913

19%

中部圏

10,823

11%

近畿圏

4,914

5%

その他圏域

61,893

65%

都道府県別農業産出額

首都圏 中部圏 近畿圏 その他圏域 東京圏 東京圏以外の首都圏

出典：農林水産省「令和5年農業産出額及び生産農業所得
（都道府県別）」を基に関東地方整備局作成
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都道府県別漁業種類別漁獲量（t）

出典：農林水産省「令和４年 漁業・養殖業生産統計」を基に関東地方整備局作成

9位

1位

2位 3位
4位

5位6位 7位8位 10位

海面漁獲量

• 海面漁獲量（2022年）は茨城県が285,164ｔ（全国２位）、千葉県が103,222ｔ（同６位）となっている。
我が国全体の漁業・養殖業生産量は1984年をピークに1995年頃にかけて急速に減少し、その後は緩やかな
減少傾向にあり、茨城県や千葉県においても同様に減少傾向となっている。

出典：農林水産省「令和４年 漁業・養殖業
生産統計」を基に関東地方整備局作成
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農業産出額、基幹的農業従事者・漁業就業者数の推移

• 我が国では食料生産を担う生産者の減少と農地面積の減少が続き、農業総産出額も 11.5 兆円（1990 年）
から９兆円（2022年）に減少している。

出典：農林水産省「令和４年 農業総産出額及び生産農業所得（全国）」

〇農業総産出額及び生産農業所得の推移
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基幹的農業従事者・漁業就業者数の推移

• 特に基幹的農業従事者の高齢化は 1960年代以降一貫して進行しており、70代以上が 60.9％（2024年）を
占めている。漁業就業者についても一貫して減少傾向にある。

〇基幹的農業従事者の年齢構成の動向

出典：農林水産省「第４回食料・農業・農村政策審議会
基本法検証部会（令和４年11月25日）資料」

〇漁業就業者数の推移

出典：水産庁「令和６年度 水産白書」

〇年齢別の基幹的農業
従事者数

出典：農林水産省「令和６年度 食料・農業・農村白書」
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生物多様性や自然環境の喪失

• 首都圏においては、都市公園、河川、道路、港湾における公的な緑地や、法令などに基づく保全がなさ
れている地域制緑地、⺠有緑地や住宅地の緑地、斜面緑地・崖線緑地、河川・湖沼、水路・せせらぎ、
農地、藻場・干潟等も含めた「みどり」の総量は1970年代と比較し、減少傾向にある。

出典：国土交通省「国土数値情報『土地利用細分メッシュデータ』」
を基に関東地方整備局作成

（2021年）
○首都圏の土地利用区分

主な土地利用

森林

農用地等

建物用地
河川･湖沼

注：農用地等には田・畑・果樹園・
その他果樹園・河川敷を含む

（1976年）

出典：国土交通省「国土数値情報『土地利用細分メッシュデータ』」
を基に関東地方整備局作成

注：農用地等には田・畑・果樹園・
その他果樹園・河川敷を含む

主な土地利用

森林

農用地等

建物用地
河川･湖沼
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少子化の深刻化
・人口の地域偏在

第１章 首都圏の持続可能性が直面する危機
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各都県の総人口の推移

• 東京圏の各都県における2024年の人口をみると、東京都は前年比0.66％の増加、東京都以外の３県では
0.08%の減少から0.01%の増加となっている。一方、周辺４県では前年比0.62%から0.66%の減少となって
いる。

〇都道府県別人口増減率（202３～202４年）

出典：総務省「 人口推計（2024年（令和６年）10月1日現在）結果の概要」
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2020年の総人口と2050年に向けた変化

出典：国土交通省「国土数値情報『1kmメッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）』」を基に関東地方整備局作成

○総人口の分布（2020年現在） ○総人口の増減分布（2050年推計値−2020年実績値）
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福島市

長野市
前橋市

宇都宮市

水戸市

千葉市
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甲府市

静岡市

-5000
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東京圏の人口の推移

• 東京圏の転入超過は1950年代から続いており、東京圏の人口が総人口に占める割合をみると、1950年には
15.5％であったが、1990年には25％を超え、国⺠の４人に１人が東京圏に暮らす状態になった。以降も東
京圏への人口の集中は続き、2019年には29.1％と総人口の３割近い人々が東京圏に暮らしている。

〇東京圏の人口の推移

出典：内閣府「地域の経済2020-2021−地方への新たな人の流れの創出に向けて−」
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東京圏への転入超過者

• 東京圏への転入超過者の年齢層をみると、20代前半が１番多く、次いで20代後半、10代後半であり、就職
を契機にした移動が多いとみられる。20代前半は９割が未婚である。

〇東京圏の年齢５歳階級別転入超過数
（2023年、2024年）

出典：総務省「住⺠基本台帳人口移動報告 2024年（令和６年）結果」

〇男女別年齢階級別の配偶関係

出典：総務省統計局「令和2年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要」
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女性の賃金カーブ、若年女性の就業状況

• 女性一般労働者の年齢階級賃金カーブを地域別に見ると、東京都が突出して高い。
• 東京都の若年女性の産業分布をみると、東京都で就業している女性一般労働者は情報通信業や学術研究、

専門・技術サービス業で働いている割合が高い。

出典：厚生労働省「令和6年賃金構造基本統計調査」を
基に関東地方整備局作成

○若年女性の就業状況（2020年）○女性の都県、年齢階級別
きまって支給する現金給与額

出典：総務省統計局「令和２年国勢調査 就業状態等基本集計」を基に関東地方整備局作成

150

200

250

300

350

400

450

～
１

９
歳

２
０

～
２

４
歳

２
５

～
２

９
歳

３
０

～
３

４
歳

３
５

～
３

９
歳

４
０

～
４

４
歳

４
５

～
４

９
歳

５
０

～
５

４
歳

５
５

～
５

９
歳

６
０

～
６

４
歳

６
５

～
６

９
歳

（千円）

年齢

茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
山梨県

11.5% 5.8%
1.9% 2.6% 2.1%

2.6%

2.2%

6.9%

4.2%

3.0%

2.4%

2.9%

3.4%

2.3%

2.4%

2.5%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

北
海
道

東
北
圏

東
京
都

東
京
圏

（東
京
都
除
く
）

首
都
圏

（東
京
圏
除
く
）

北
陸
圏

中
部
圏

近
畿
圏

中
国
圏

四
国
圏

九
州
圏

沖
縄

情報通信業 医療，福祉
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製造業 建設業
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※％数値は圏域別若年女性就業者総数に占める、情報通信業及び
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都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）

• 可処分所得（中位の世帯）における基礎支出の差額は、東京都において全国42位と低い。また、通勤時間
による機会費用を差し引くと、東京都が最も低く、東京圏が下位を占めている。

出典：国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会 とりまとめ」（令和３年１月２９日）参考資料
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出身高校所在別の大学進学先

進学先の大学
の所在地

■その他
■域内
■自県
■近畿圏
■東京圏

（人）

出典：文部科学省「令和６年度学校基本統計」を基に関東地方整備局作成
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• 東京圏の大学に進学するのは東京圏及び東日本の高校出身者が多いが、特に東京圏の高校出身者は９割以上
が東京圏の大学に進学。

出典：文部科学省「令和６年度学校基本統計」を基に関東地方整備局作成
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東京圏在住者に占める東京圏出生者の増加

• 地方出身で東京圏へ転入した「親世代」が地方居住する者が50〜60％程度である一方、親も自身も東京圏
生まれ・育ちの「孫世代」の場合、地方居住する者は１〜２％程度となっている。

出典：国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会
とりまとめ」（令和３年１月２９日）参考資料

出典：国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会
とりまとめ」（令和３年１月２９日）参考資料
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空き家等の増加

• 首都圏でみると、空き家の総⼾数は東京都が1番多く約90万⼾、空き家率は全国平均では13.8％のところ別
荘が多い山梨県が20.4％である。

〇都道府県別の空き家率と空き家数（令和５年）

出典：総務省「令和５年住宅・土地統計調査」を基に関東地方整備局作成
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世帯保有の空き地と企業所有の空き地

出典：国土交通省「法人土地・建物基本調査」を基に関東地方整備局作成出典：国土交通省「世帯土地統計」を基に関東地方整備局作成

• 近年、企業所有の空き地が減少傾向にあるのに対し、世帯保有の空き地は大きく増加している。世帯が保
有する宅地等の土地約1.1万㎢の多くは、⼾建住宅等の土地として有効活用されているが、駐⾞場、資材置
場、空き地等の低未利用地の状況をみると、近年、駐⾞場や資材置場の面積がほぼ横ばいで推移している
のに対し、世帯の保有する空き地の面積は、2008年から2018年にかけて632㎢から1,364㎢へと２倍以上
に増加しており、空き地率も6.5%から12.4%へと増加している。一方、企業が所有する宅地等の面積のう
ち、低未利用地の状況をみると、駐⾞場や資材置場として利用されている土地は、2008年の304㎢から
2018年の378㎢と24%増加し、増加傾向が続いているのに対し、企業所有の空き地の面積（原野等を含
む）は、逆に、2008年の585㎢から2018年の526㎢へと10%ほど減少し、空き地率も8.0%から7.1%に低下
している。
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出典：厚生労働省「令和６年(2024) 人口動態統計月報年計(概数）の概況」

都道府県別出生数

• 首都圏における出生数を見ると、１番出生数が少ない山梨県では5,000人を下回り、全国で１番出生数の
多い東京都においても９万人を下回るなど、出生数が減少している。

出典：厚生労働省「令和5年（2023）人口動態統計（確定数）の概況」を基に関東地方整備局作成

○都道府県別出生数（2023年） ○出生数及び合計特殊出生率の年次推移（全国）
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都道府県別 若年女性人口（20-39歳）と合計特殊出生率

女性のうち20～39歳人口

合計特殊出生率(2023)

（千人）
（合計特殊出生率）

合計特殊出生率

全国平均1.20

1位

3位 2位

4位5位

6位

8位
9位

10位

7位

若年女性人口と合計特殊出生率

• 合計特殊出生率を見ると山梨県で1.32、群馬県で1.25、茨城県で1.22と全国平均を上回っているが、神奈
川県では1.13、千葉県では1.14、埼玉県では1.14、東京都では0.99と、東京圏は全国平均より低い。

• 進学や就職を機会とする東京圏への転入が続いており、東京圏では20〜39歳女性全国人口の33.7%（2025
年１月１日現在）が居住している。

出典: 厚生労働省「令和５年（2023）人口動態統計（確定数）」、総務省「住⺠基本台帳に
基づく人口、人口動態及び世帯数」（令和７年１月１日時点）」を基に関東地方整備
局作成

注：人口数1〜10位までは順位を人口グラフの上部に表示している。

若者年齢
女性人口
12,760
（千人）

出典: 総務省「住⺠基本台帳に基づく人口、人
口動態及び世帯数」（令和７年１月１日
時点）」を基に関東地方整備局作成
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有配偶率要因の影響

• 都道府県別の合計特殊出生率について、全国平均との差の要因を分析すると、合計特殊出生率が１番低い
東京都では有配偶出生率要因より有配偶率要因の影響が大きく、合計特殊出生率が全国平均より低い神奈
川県、埼玉県、千葉県においても東京都ほどではないが、有配偶率要因の影響を受けている。

○都道府県別にみた有配偶率・有配偶出生率の決定要因

出典：内閣府「令和５年度 年次経済財政報告」
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女性の正規雇用率

• 女性の正規雇用率は30歳頃を境に数値が下がる「Ｌ字カーブ」となる。

出典：内閣府「男女共同参画白書 令和6年版」

○正規雇用比率の推移（男女、出生コーホート別）
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共働き世帯数の推移

• 都道府県別の共働き世帯数をみると、東京都が約125万世帯と１番多く、次いで神奈川県、第５位埼玉県、
第６位千葉県となっており、これらの都県では、1980年以降一時期低下した時期もあるが、全体としては
増加傾向である。群馬県、栃木県、茨城県、山梨県ではほぼ横ばいである。

共働き
世帯数

都道府県名順位

1,257,929東京都1

920,620神奈川県2

835,343愛知県3

773,722大阪府4

765,900埼玉県5

640,208千葉県6

546,883兵庫県7

511,345北海道8

500,698福岡県9

429,409静岡県10

出典：政府統計ダッシュボードにおいて
「大分類：人口・世帯、小分類：世
帯、系列：共働き世帯数」と指定
（2025年8月時点）

○共働き世帯数（2020年） ○共働き世帯数（2020年） ○全国における専業主婦世帯と共働き世帯
の推移（1980年〜2024年）

出典：独立行政法人労働政策研究機構
「早わかり グラフでみる⻑期労働統計 」（各年）
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夫の家事・育児時間

• 子育てが始まると家事や育児の時間が増えるが、夫の家事・育児時間を見ると、１日当たり１時間54分
（2021年）と以前より増加しているが、米国と比較すると格段に低い。

• また、夫が家事・育児を行っていない場合と行っている場合を比較すると、行っていない場合の第２子以
降の出生割合が半分以下になっている。

○夫の家事関連時間の推移−週全体平均、
６歳未満の子供を持つ夫婦と子供の世帯

○６歳未満の子供を持つ夫・妻の
家事関連時間−週全体平均

○夫の休日の家事・育児時間別に
みた第２子以降の出生割合

出典：厚生労働省「第11回21世紀成年者縦断調査
（平成24年成年者）の概況」（令和4年度調査）

出典：総務省「統計 Today No.190 
（令和５年２月８日掲載）」

出典：総務省「統計 Today No.190 
（令和５年２月８日掲載）」
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新築分譲マンションの価格推移

• 東京都23区内の新築マンションの平均価格 は2023年に入り平均1.1億円を超えており、子育て世代である
若い夫婦が自らの収入のみで23区内においてマンションを購入することは極めて困難な状況となっている。
また、神奈川県で約6,100万円、東京都下（23区外）で約5,400万円、埼玉県で約4,900万円、千葉県で約
4,800万円と、埼玉県を除き前年度より上昇している。

都区部
11,483

都下
5,411

神奈川県
6,069

埼玉県
4,870

千葉県
4,786

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

新築分譲マンションの平均価格動向（万円）

○新築分譲マンションの平均価格動向

出典：（株）不動産経済研究所「首都圏 新築分譲マンション市場動向 2023 年の
まとめ」を基に関東地方整備局作成

○世帯主の年齢階級別可処分所得額（二人以上
の世帯のうち勤労者世帯−2023年−）

出典：総務省「家計調査報告（家計収支編）2023年（令和5年）
平均結果の概要」
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• 妊娠が判明して離職した女性（離職前正職員）のうち約38%の離職理由は「仕事を続けたかったが、仕事
と育児の両立が難しかったため」であり、具体的には、「会社に産前・産後休業や育児休業の制度がな
かった」、「勤務先に短時間勤務制度などの両立できる働き方が整備されていなかった」などの理由が挙
げられている 。
○妊娠·出産、子の育児等を理由とした具体的な離職理由
（複数回答可）

○仕事と育児の両立が難しかった具体的な理由
（複数回答可）

出典：厚生労働省「令和４年度仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書 労働者アンケート調査結果」

出産と育児の両立
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待機児童数と放課後児童クラブ

• 利用児童は年々増加しており、2024年の登録児童数は約152万人と過去最高となった。しかしながら、放
課後児童クラブの待機児童数は17,686人に達し、東京圏で全国の約44%を占めている。また、終了時刻
（平日）は18時31分から19時までの間が最多の54.3%であるが、一般的な保育園の終了時刻 より早い18時
までの放課後児童クラブも16.8%あり、通勤時間が⻑くフルタイムの場合は、児童の迎えが終了時刻に間
に合わない場合もある。

出典：こども家庭庁「令和６年（2024年）放課後児
童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状
況」を基に関東地方整備局作成

放課後児童クラブ登録児童数（令和６年） 待機児童数（令和６年） 放課後児童クラブの平日の終了時刻（令和６年）

出典：こども家庭庁「令和６年（2024
年）放課後児童健全育成事業（放課
後児童クラブ）の実施状況」

出典：こども家庭庁「令和６年（2024年）放課後児
童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状
況」を基に関東地方整備局作成
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出典：総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口 (令和５年推計)」を基に関東地方整備局作成

総人口及び年齢階層別人口の推移及び将来推計

〇首都圏の年齢三区分別人口の推移及び将来推計

• 首都圏の高齢人口は、2020年から2050年にかけて245万人増加するのに対し、生産年齢人口は470万人、若
年人口は109万人減少し、高齢化率は26％から34％へ上昇すると見込まれる。特に東京圏では、埼玉県の高
齢化率は、2020年の27.0％から2050年には35.5％に、神奈川県では25.6％から35.0％になると見込まれる
など、高齢化率の上昇が進行する。

• 首都圏の生産年齢人口は2020年から2050年にかけて約17％（平均すると毎年0.6％）減少すると推計されて
いる。

〇高齢化率

推計値推計値

＋245万人(＋21％)

−470万人(−17％)

−109万人(−21％)

出典：総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域
別将来推計人口 (令和５年推計)」を基に関東地方整備局作成


